
 

■申込・参加要領  ： 当会ホームページからお申込みください。ＦＡＸ、または下記担当者宛 E-mail からもお申込み頂けます。 
後日（開催日１週間～１０日前までに）受講票・請求書をお送り致します。 

※よくあるご質問（ＦＡＱ）は当会 HP にてご確認いただけます。（[TOP]→[公開セミナー]→[よくあるご質問]） 
※お申し込み後のキャンセルはお受け致しかねますので、ご都合が悪くなった場合、代理出席をお願いします。 

■お申込・お問合わせ先： 企業研究会 公開セミナー事業グループ 担当／民秋・川守田 E-mail:tamiaki@bri.or.jp 
 TEL：03-5215-3514 FAX：03-5215-0951  〒102‐0083 東京都千代田区麹町 5-7-2 麹町 M-SQUARE 2Ｆ 

 

 

商品・サービス『広告』のための『表示』規制の基本と留意点 
 
～ 景品表示法の概要・改正点から、 

企業がとるべき対応策までを体系的かつ平易に解説 ～ 

２０１８年 １月 ２３日（火）１３：００～１７：００ 

 企業研究会セミナールーム（東京：麹町） 

企業が提供する商品・サービスの「広告・表示」に関するトラブルや行政処分が近時、増加しています。消費者庁による景品表示法に基づく
措置命令の件数は年々増加しています。措置命令は上場企業やその関連企業に対しても発せられており、大企業においても「広告・表示」
対策が手薄になっていることが明らかです。2016年には景品表示法が改正され、課徴金制度が導入されました。2017年 7月には消費者
庁から「打消し表示に関する実態調査報告書」も発表されました。景品表示法に基づく「広告・表示」対策は急務です。また、2017 年 1 月
には、消費者向け「広告」に関しては消費者契約法に基づく「勧誘」の規制も及ぶ可能性を指摘する最高裁判決も言い渡されています。そ
こで、景品表示法の「広告・表示」規制を中心に、「広告・表示」に関する規制を基本から解説します。  
  

開催にあたって 

早稲田大学卒業。2000 年弁護士登録。会社法、商事法一般を中心に、危機管理、コンプライアンス、広報など

企業法務全般に精力的に取り組み、各社の指導、裁判、講演等に活躍中。危機管理分野に関する研修、論文

が多く、近著として「危機管理広報の基本と実践」（中央経済社刊）。実務直結の実践的指導には定評がある。中

島経営法律事務所パートナーを経て、2009年 1月に現事務所を開設し、現在に至る。 
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第 1. 商品・サービスの「広告・表示」規制の動向 

１.景品表示法の度重なる改正 

２.消費者庁等行政の動向（最近の処分事例など） 

３.消費者向け「広告」と 2017 年最高裁判例 

第２. 景品表示法の「広告・表示」規制の内容・改正点 

１.不当な「広告・表示」規制と対策 

（１）優良誤認表示 

（２）有利誤認表示 

（３）その他誤認されるおそれのある表示（強調表示、打消し表示など） 

２.景表法が企業に求める体制と実務対応 

（１）会社法のコンプライアンス体制・内部統制との関係 

（２）社内への教育（周知） 

（３）表示・広告の事前確認・共有 

（４）表示管理担当者等の体制整備 

（５）根拠となる情報の管理体制 

（６）危機管理対応～不当な表示に対する事後対策 

３.業界規制；公正競争規約 

第３. 景品表示法違反となった場合の対応 

１.調査手続 

２.措置命令 

３.課徴金制度（課徴金納付命令） 

第４. 景品表示法の規制対象外でも対策すべき「広告・表示」 

１.不適切な「広告・表示」内容 

２.消費者向けチラシ等の「広告・表示」対策 

・消費者契約法等 BtoC 規制への意識 

３.その他業法 

                      
 最少催行人数に満たない場合、開催中止となる場合がございます。 

※講師とご同業の方のお申し込みはお断りする場合がございます。 
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